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研究要旨 

本研究は、改訂された第 3期がん対策推進基本計画に定める進捗評価指標について、適切な指標を

選ぶための作業を行うとともに、第 2期の計画時に策定された指標の改善、測定方法の効率化などを

行うことを目的としている。特に、前回測定時に明らかとなった指標の課題を適切に改善していくこ

と、また測定が困難なために未測定となっている指標を測定すること、また今後の発展性を確保する

ことを旨としている。そのために、以前のデータの再解析を行うとともに、新しく小児を対象とした

患者体験調査の設計や、がん教育の指標の測定、Web を使った患者体験調査の実施可能性の検討など

を行った。また都道府県がん対策推進計画に関する情報収集を行うとともに、数理モデルの可能性に

ついて検討を行った。これらをもとにして、今後の適切ながん対策の評価を目指す。 
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A. 研究目的 

本研究は、がん対策推進基本計画に定める

進捗評価指標について、以前からの研究班に

おける検討を引き継ぎ、これまでの指標・測定

の改善を行うとともに、また、本年度改訂され

た第 3 期がん対策推進基本計画に適合させて

適切な指標を策定・測定体制の構築を目的と

している。これまでは、指標の見直しを行うと

ともに、患者体験調査の質問紙設計と解析方

法の検討、および、未測定指標の測定、都道府

県との連携の模索などを行ってきた。今年度

は３か年計画の 2年目であり、大別して、①患

者体験調査の設計、②小児患者体験調査の設

計、③未測定指標の測定（がん教育）、④都道

府県との連携、⑤がん対策評価における数理

モデルの活用、のそれぞれのテーマにおいて

進めていくことを目的とする。 

 

B. 研究方法 

① 患者体験調査の設計 
今年度は、病院ではない場におけるがん患

者の経済的な負担状況や孤立状況に関する情

報を網羅的に把握するため、がん関連の患者

支援団体を通して調査協力を呼びかけ、協力

の得られた 4 支援団体、4 名に対して、約 90

分程度のフォーカス・グループ・インタビュー
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を実施した。 

また、方法論の検討として、患者体験調査の

データを用いて、欠測データの処理方法の検

討や、Web調査を用いた患者体験調査の実施可

能性についての検討を行った。 

 
② 小児患者体験調査の設計 

小児がん患者を対象とした患者体験調査の

設計をするために、１）サンプリング方法、２）

調査票について、患者会の関係者等からのイ

ンタビューによる意見収集、がん対策推進協

議会での検討を行い決定した。 

 
③ 未測定指標の測定（がん教育） 
 文部科学省が行っている、がんの教育総合

支援事業の担当部署である初等中等教育局健

康教育・食育課がん教育推進係が取りまとめ

ている事業実施校の児童生徒を対象としたア

ンケート結果のうち、平成 28年度版データの

提供を受けた。これをアンケート調査は平成

28年度のモデル校 172校（24道県 2市）のデ

ータを、小学校 7道県、中学校 20道県、高等

学校 19道県の校種別に層化して解析を行った。 

 また、同時に外部講師の活用整備を進める

うえでの課題を抽出するために、9県の教育委

員会がん教育担当指導主事ならびにがん対策

担当課職員を各 1 名招聘し、平成 30 年 12 月

14日にワークショップを実施した。 

 

④ 都道府県との連携 
青森県では、がん診療連携拠点病院の指定

において大きな動きがあった。地域がん診療

連携拠点病院が以前は 6 施設あったものが、

３施設に減少し、その結果、がん診療連携拠点

病院のない医療圏が増加している。これらの

要因を検討した。 

沖縄県においては、国のがん対策推進基本

計画の指標を見直すために、ロジックモデル

を用いて、分野ごとにロジックモデルの表に

落とし込む。その上で、分野アウトカム、中間

アウトカム、施策、それぞれの指標について、

検証した。そのうえで、沖縄県のがん計画にお

ける評価指標を検討した。 

 

⑤ がん対策評価における数理モデルの活用 
現実の調査はすべての事象を調査により明

らかにすることは不可能であり、一定の調査

結果をもとに、様々な仮定下におけるシミュ

レーションを行ってがん対策に役立てるとい

うことの可能性に期待が寄せられている。そ

こで、今後のがん対策評価に資するために、海

外の事例については Pubmed および Internet

検索により“cancer control”, “simulation”, 
“microsimulation”等のキーワードにより、が

ん対策に数理モデルを活用するための研究や

実際に対策に実装された事例を収集した。 

 

 

C.研究結果 

 

①  患者体験調査の設計 
経済的困窮があると感じられる事例や状況、

孤立する状態と感じられる事例や状況につい

て、それぞれにあげられ重要な要素として

様々な事情が抽出された。その中で、食費を削

った、家族が進学を変更した、貯金を切り崩し

た、などの一定程度広く当てはまると考えら

れる状況を選択して、患者体験調査における、

経済的困窮の状況を把握する質問において反

映させた。 

Web 調査と郵送調査の比較においては、Web

調査のほうが回答管理がなされていることか

ら、回答の抜けなどは少ないものの、回答傾向

が分かれる質問項目もあり、検討が必要と考

えられた。 

 

 

②  小児患者体験調査の設計 
サンプリング：対象抽出は院内がん登録（国の

指定するがん診療連携拠点病院 434 施設＋小

児がん拠点病院 15施設）から、小児がん（18

歳未満）の患者を全数対象として抽出するこ

ととした。抽出期間は 2014 年および 2016 年

の院内がん登録患者にたいして行うこととし

た。また、プライバシー保護の観点から施設当

たりの対象患者数が 3 名以下の施設について

は、除外することとした。 
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質問項目：成人で設定されたカテゴリーに加

えて、海外の小児特有の質問項目を設定する

ための参考となる情報を得て、小児独自のカ

テゴリー追加についての検討も行った。診断・

治療についての本人への説明、情報提供、教育

などに関する質問の他、今後の調査につなげ

るための検討を行い、項目を追加した。 

 

③  未測定指標の測定（がん教育） 
 表 1 に全国・道県別がん教育指標の推計値

を示す。「早期発見すれば、がんは治りやすい」

について「正しい」と回答した者の割合は、小

学校 85.7％、中学校 92.7％、高等学校 73.3％

であった。「がんと健康について、まず身近な

家族から語ろうと思う」について「そう思う」

または「どちらかといえばそう思う」と回答し

た者の割合は、小学校 80.1％、中学校 79.1％、

高等学校 57.3％であった。中でも、「そう思う」

と回答した者の割合は、小学校 51.5％、中学

校 39.1％、高等学校 27.7％であった。外部講

師活用の整備については、全 156 枚の付箋に

書きだされ、24のコードが得られ、11 のサブ

カテゴリに分類された。詳細は個別の分担研

究報告に譲る。 

 

④ 都道府県連携 
青森県の地域がん診療連携拠点病院の指定が

見直しされた原因は医師不足により指定要件

を満たせない状況が生じたためである。これ

は県がん対策推進計画にも影響を及ぼすと考

えられる。 

沖縄県の第 3 次沖縄県がん計画に関して、ロ

ジックモデルで策定した分野アウトカム、中

間アウトカム、個別施策の指標が含まれた。 

 

⑤ がん対策評価における数理モデルの活用 
検索された論文の 8～9 割が 2010 年以降に発

表された比較的新しい論文だった。2017 年以

降に限ると子宮頸がんにおいて HPV 感染やワ

クチンを扱ったものが増加していた。最近の

論文の特徴としては遺伝子多型に応じた分子

標的薬の Cost-Effectivenessなど「個別化医

療（personalised medicine）」に関連した研究

も増えている。また、がん種や介入を限定した

ものだけでなく、予防医療介入を比較するも

のなど、政策の優先順位付けの意味合いで

microsimulation model が活用される研究も

発表されていた。Microsimulationのプロジェ

クトとして主なものは、CISNET（米国）、

OncoSim(カナダ)などが見られた。 

 

⑥ 米国患者体験調査の翻訳とパイロット 
米国の標準的な患者体験調査である、CAHPSに

おいてがん患者に特化した質問紙が開発され

たため、それを日本語版に翻訳し、インターネ

ット調査会社の患者パネルにおいてテストを

行い、その特性を検証した。 

 
 

D.考察 

今年度の成果としては、着実に研究目標に

向けて、各種の研究・調査活動を準備して、一

部の結果が出始めて、一義的な解析を開始し

た段階にある。特に本研究の結果をもとに、患

者体験調査の質問紙は確定し、全国の病院の

協力を得て調査を実施し、次年度に解析を行

っていく段階となっている。 

また、小児の患者体験調査も成人の課題と

はまた異なる諸問題があるため、それらを患

者団体の代表と話し合うことで一定のコンセ

ンサスを得ることができ、がん対策推進協議

会の承認を経て、国立がん研究センターにお

いて倫理審査を行っている。 

患者体験調査はがん対策の効果を測定する

ためにその受益者たる患者に直接、その体験

を問うものであり、非常に重要視している。し

かし一方で、患者に質問紙を送付することに

関する医療者の抵抗感は根強いものがあり、

現状のままでの調査継続は、病院の協力を得

る段階での回答率に問題が残ってしまう。こ

れは調査結果の代表性に対する脅威となる。

今後はより十分な工夫が必要と考えられる。 

 患者体験調査は前回よりも対象施設も対象

患者数も増加させたものの、費用の大部分は

郵送費が占めている。その問題を軽減するた

めには Web 調査など、サンプル数によって費
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用が影響されないような仕組みが必要と考え

られる。しかし一方で、Web によって回答する

際の、質問紙への回答と異なる心理状態や、回

答傾向が質問媒体によって影響される可能性

などを鑑みると、安易に Web 調査に切り替え

るには時期尚早かもしれない。 

 がん教育は大きな話題であり、文科省の事

業の成果もあって着々と進められている印象

である。しかし、疾病に関する知識は、がん予

防を強調しすぎると、がんに罹患したものは

予防を怠ったものであるとの偏見につながっ

たり、がん検診に関する過信はエビデンスの

確立していない検診の要望につながったりす

る。単純な理屈の通りに行かないのが、疾病予

防・対策・医療であり、それを学校教育で教え

られるのか、という本質的な課題を含んでい

るものと考えられる。検診による過剰診断の

知識などは医療者であっても乏しいといわれ

ている。現状では、講師の確保に現場が苦労し

ているということが明らかになっているが、

この難しい内容を、教育の専門家ではない、医

師や医療者が教育できるのか、ということも

併せて検討していかなければならない。 

 

 

E.結論 

3年計画の 2年目であり、計画された調査・

研究において実施が進んでいるところである。

様々な段階を経たうえで、がん対策評価の中

心的存在である、患者体験調査は進んでおり、

3年目内には結果を報告する予定である。また、

今後を踏まえたがん対策評価の方向性につい

ても都道府県連携なども含めて今後検討をし

ていく。 

 

F.健康危険情報 
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健康教室 2018；69(8)：22-25． 
２１．助友裕子．がん教育の推進と実践に向け

て（理論編）－なぜ今がん教育なのか－．体育・

保健体育ジャーナル 2019；(3)：1-4． 
 

 

2.学会発表 

助友裕子．がん教育における現状と課題－ヘ

ルスプロモーションの立場から－．第65回
日本学校保健学会学術大会 シンポジウム

 学校におけるがん教育の課題と展望（20
18年12月），J:COMホルトホール大分． 

Takeuchi E, Miyawaki R, Fujisawa D, Ya
ko-Suketomo H, Oka K, Takahashi M. 



8 

 

Validation of the Cancer Stigma Scale 
among Japanese general population. T
he 20th World Congress of Psycho-Onc
ology and Psychosocial Academy (29 O
ctober to 2 November, 2018) in Hong 
Kong, China. 

伊藤ゆり. がん登録の未来～患者・地域に解

決をもたらすデータサイエンスへの進化のた

めに～「地域ができること」. J-CIP シンポジ

ウム『がん登録の現在と未来』. 日本がん登録

協議会 第 27 回学術集会. (那覇市: 13th 

June. 2018 2018) 

伊 藤 ゆ り . S-1-2. Socio-economic 

inequalities in cancer survival in Japan, 

シンポジウム 1「がん疫学研究の未解決分野」. 

がん予防学術大会 2018香川. (高松市: 27th 

June. 2018 2018) 

Fukui K, Ito Y, Kamo K, Katanoda K, 

Nakayama T. Estimation of effects of 

colorectal cancer screening by Fecal 

Occult Blood Test for reduction in 

colorectal cancer mortality based on 

micro-simulation model. The 40th annual 

meeting of the International Association 

of Cancer Registries. (Arequipa, Peru 

[Oral]: 13-15th Nov. 2018. 2018) 

伊藤ゆり. 探してみよう読んでみよう難治性

がんの統計. J-CIP セミナー. 第 3 回全国が

ん 患 者 学 会 .[ 招 待 講 演 ]. ( 東 京 都 : 

2018/12/15 2018) 

福井敬祐, 加茂憲一, 伊藤ゆり, 片野田耕太, 

中山富雄. マイクロシミュレーションモデル

を用いた大腸がん検診における受診年齢上限

の検討. 第 29回日本疫学会学術総会.[Oral]. 

(東京都: 2019/2/1) 

 
井岡 亜希子(琉球大学 医学部), 増田 昌人, 
青木 一雄, 医療施策の評価を目的とした保健

医療情報のレコード・リンケージに関する研

究, 第 77 回日本公衆衛生学会総会抄録集, 
315, 2018 
仲嶺 八紀, 村上 隆啓, 向井 麻奈美, 比嘉 裕
子, 田里雅樹, 新里 明美, 伊佐 奈々, 増田 
昌人, 井上 泉, 当院における胃癌・大腸癌診

療の質評価と改善活動の検討, 診療情報管理, 
30 巻 2 号, 185, 2018 
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1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし  

3.その他 

なし 
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